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令和 4年度 事業報告書

I、 教育理念、教育方針

1.教育理念

熊本マリスト学園は、高速なるカ トリック精神、およびマリス ト教育修道士会の教育理念

に基づき、「家族的愛」のもと、いかなる時も理性を持つて堅実に思考し、正しく行動する

有為な社会人を育成する。

2.教育方針

校訓「信・望・愛」の精神に則 り、あ らゆる教育活動をとおして人格の陶冶に努めるとと

もに、知的、道徳的、宗教的また社会的に調和のとれた全人格的な人間の形成を目指す。

3.令和4年度 教育事業重点目標

① 学園教育理念、教育方針の実現

② 知識の習得に止まらず、思考力・判断力・表現力・実践力の向上を目指し、能力や適性

に応じた指導を徹底し、個々の生徒の夢の実現や進路目標達成を全面的に支援する。

③ 多様な啓発的体験学習を推進し、変化と多様化の時代の中で主体的に生きる個の確立

を促し、未来を切り拓くたくましい想像力と(柔軟な実践力を育む教育の展開を図る。

Ⅱ、決算・財務概要

令和 4年度は、第二次中計の2年度として中計骨格の実現に向け「教育の質の向上」に取り

組んだ。教育事業については、コロナ禍の厳しい環境の中で感染防止に努めながら、キャリア

教育推進、学習力向上、指導力向上等について着実に進めたほか、校内デジタル化推進につい

ては、校務支援システムの運用を開始し、校内Wi‐ Fi環境、常設 ICT教室等について更な

る充実を図つた。

施設等整備に関しては、ロビーのリニューアルエ事を行つたほか、体育館の大規模修繕に着

手し、屋根部及び通路部の補修工事を実施した。また、生徒募集活動についても、新型コロナ

感染防止に配慮した上で、きめ細かな説明会等を数多く実施し4結果、以下のとおりとなつた。

[生徒教]

令和 4年度の新入生は、中学校48名、高等学校 306名で、生徒数は中学校 129名 、高

等学校 665名、計794名であつた。

1.資金収支計算書

[収入の部]  |
・学生生徒等納付金収入は、生徒数の増加等により前年度比7, 420万円増加し、 5億

1, 126万 円となつた。

・補助金収入はヽ高校入学者数が募集定員を大幅に上回つたことから減額適用となり、前

年度比4, 677万円減少し、 2億 4, 222万円となつた。         、

・以上により、収入の都合計は 11億 5, 863万円となつた。



[支出の部]

。人件費支出については、教員人件費は増加したものの、職員人件費及び退職金支出が減少

したため、前年度比 1, 251万 円減少し、4億 9, 349万円となつた。

。経費支出については、新型コロナウイアレス感染症がやや落ち着きを見せ始めたことから学

校行事、出張等が一部回復したほか、体育館の大規模修繕に伴う修繕費の増加等の要因によ

り前年度比2, 116万円増加し、 1億4, 552万円となつた。

・この他、借入金等返済支出が前年度比 500万円減少したものの、施設関係支出は生徒数

増加に伴う駐輸場増設、及び校内Wi‐ Fi環境整備等により1,223万 円増加し、設備

関係支出は校内デジタル化推進による情報教室のPC、 備品等の更新等により955万円

増力日した。

・以上の結果、支出の都合計は 11億 5,863万 円となり、 3億8,611万 円を翌年度

支払資金として繰越した。

2.事業活動収支計算書

[教育活動収支]

・教育活動収入は 7億 6,046万 円、教育活動支出は 7億 3,880万 円となり、教育活

動収支差額は2, 166万円となつた。

[教育活動外収支]

・教育活動外収入は492万 円、教育活動外支出は 36万円となり、経常収支差額は 2,6
22万円となつた。

[特別収支、基本金組入額等]

・特別収入は3,016万 円、特別支出は177万円となり、基本金組入前当年度収支差額

は5,461万 円となつた。

・基本金組入額は4, 263万円となり、当年度収支差額は 1, 198万円となつた。

・この結果、翌年度繰越収支差額は△ 14億 6, 979万円となつた。

3.貸借対照表

[資産の都]

・固定資産は建物の減価償却等により前年度比6,657万 円減少し、17億 5,590万
南、流動資産は現金預金の増加等により前年度比 5, 376万 円増加し、3億 9,778
万円となり、資産の都合計は21億 5, 368万円となつた。

[負債・純資産の部]

・固定負債は長期借入金減少等の要因により前年度比 3,701万円減少し81848万 円、

流動負債は未払金減少等の要因で前年度比3,040万 円減少し1億 1,728万 円とな

り、負債の部合計は2億 577万円となつた。
3基本金は前年度比4,263万 円増加し34億 1,771万 円、繰越収支差額は△ 14億
6,979万 円となり、純資産の都合計は前年度比 5,461万 円増加し19億 4, 79
1万円となつた。

・負債及び純資産の都合計は、21億 5, 368万円となつた。



学校法人 熊本マリスト学園

理事会 御中

独立肇杏人の幣杏報告書

あゆみ監査法人

福 岡県福 岡市

代 表 社 員

業務執行社員

令和 5年 6月 8日

姥1争 41各 争公認会計士

監査意見

当肇杏法人は、私立学校振興助成法第14条第3項の規定に基づく監査報告を行うため、平成28年2月 26日

付け熊本県告示第196号に基づき、学校法人熊本マリスト学園の令和4年度 (令和猶酔月1日から令和5年3

月31日 まで)の計算書類、すなわちγ資金I侠支計算書 (人イ牛費支出内訳表を含視 )、 事業活動収支計算書、

貸惜対照表 (固定資産明細表、借入金明細表及び基本金明細表を含む。)、 重要な会計方針及びその他の注

記にういて幣杏を行つ亀

当幣杏法人は、上記の計算書類が、学校法人会計基準 (昭和46年文部省令第18号lに準拠して、学校法

人熊本マジスト学園の令和5年3月 31日 をもつて終了する会計年度の経営の状況及び同日現在の財政状態を

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において二般に公正妥当と認められる珠杏の基準に準拠して幣杏を行つた。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類の聯杏における幣杏人の賣任」に記載されている。当監

査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従つて、学校法人から独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理 卜の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、平成28年2月 26日付け熊本県告示第196号に基づく貸借姑照表、収支計算書、その

他財務計算に関する書類に含まれるJ庸報のうち、計算書類及びその幣杏報告書以外の情報である。理事者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報

告プロセ女の整備及び運用tとおける理事の業務執行の状況を監視することにある。

当幣杏法人の計算書類に対する幣杏意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当幣杏法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類の昨杏における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類又は当酵杏法人が酢杏の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討

すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意

を払うことにある。            :
当幣杏法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当昨杏法人が報告すがき事項はない。



計算書類に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、学校法人会計基準 (昭和4む年文部省令第18う に準拠して計算書類を作成し適正に表
・示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類を作成し道正に表示す

るために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類を作成するに当たり、理事者は、継続法人の前提に基づき計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、継続法人に関する事項を記載する必要があると判断した場合には、当該事項を記載

する。

監事の責任は、学校法人の財務報告プロセスの整備及び運用における理事の業務執行の状況を監視する

ことにある。

計算書類の肇杏における監査人の責任    ,
酢杏人の責任は、監査人が実施した昨杏に基づいて、全体としての計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類に

対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又脳誤謬により発生する可能性があり、個別に又は

集計すると、計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要l性があると

判断される。                          |
的 、は、我が目において一般に公正妥当と認められる幣杏の基準に従つて、幣杏の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的膜疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示ジスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示ノスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。             1
, 計算書類の聯杏の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、ンスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な幣杏手続を立案するために、幣杏に関連する内

部統制を検討する。
・ 理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた会計上の見

積りの合理l生及び関連する注記事項の妥当ι性を評価する。         `
。 理事者ヵ窮!鮪翻り、を前提として計算書類を作成することが適切であるかどう力＼ また、入手した監

査証拠に基づき、経続法人の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実サ性が認められるかどうか結論付ける。継続法人の前提に関する注記が付されている場合は、監査報
告書において計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類の注
記事項が適切でない場合は、計算書類に射して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した幣杏証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
学校法人イ罰鵬院法人として輸 できなくなる可能 l生がある。

・ 計算書類の表示及び注記事項が、学校法人会計基準 (昭和46年文部省令第18う に準拠しているか

どうかとともにt関連する注記事項を含めた計算書類の表示、構成及び内容、並びに計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適主に表示しているかどうかを評価すると

監査人は、監事に対して、計画した幣杏の範囲とその実施時期、幣杏の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む幣杏上の重要な発見事項、及び幣杏の基準で求められているそあ他の事項について報告
を行う。                         ・

利害関係

学校法人と当聯杏法人又は業務執行社員とめ間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
なャ屯

以  上



監 査 報 告 書

学校法人 熊本マ リス ト学園

理 事 会 御中

(評議員会  御中)

令和 5年 5月 18日

学校法人 熊本マンスト学園

監事
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私たちは、私立学校法第 37条第 9項に基づいて学校法人熊本マジス ト学園の令和 4年

度 (令和4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで)における財産目録及び計算書類 (資

金収支計算書、事業活動収支計算書(貸借封照表)を含め、学校法人の業務若しくは財産

の状況文は理事の業務執行の状況について監査を行いました。          1

監査の結果、同学園の令和 5年 3月 31日現在の財産目録及び計算書類を含め、学校法

人の業務若 しくは財産の状況又は理事のヽ業務執行の状況に関し、不正の行為又は法令若 し

くは寄附行為に違反する重大な事実のないことを認めます。

以 上

監事 み 孝④



資 金 収 支 計 算 書
令和 4年 4月  1日
令和 5年 3月 31日

から

まで

(単位 :千円)

収入の部

科   目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金収入 503,244 511,266 △ 8,022

手数料収入 9,620 11,046 △ 1,426

寄付金収入 100 1,567 △ 1,467

補助金収入 239,792 242,228 △2,4,6

国庫補助金収入 5,846 5,846 0

熊本県補助金収入 231,746 234,022 △ 2,276

熊本市補助金収入 2,200 2,360 △ 160

資産売却収入 59,000 58,999 0

付随事業・収益事業収入 0 0 0

受取利息・配当金収入 5:000 4,927 72

雑収入 650 1,571 △921

借入金等収入 0 0 0

前受金収入 45,150 38,585 6,565

その他収入 37,301 32,301 4,999

資金収入調整勘定 △ 58,470 △ 59,141 671

前年度繰越支払資金 315,278 315,278

収入の都合計 1,156,665 1,158,632 △ 1,966

※単位未満切り捨て

-1-



(単位 :千円)

支出の部

科  目 予 算 決 算 差 異

人件費支出 496,378 493,491 2,886

経費支出 157,346 145,526 12,319

借入金等利息支出 366 366 0

借入金等返済支出 37,490 37,490

施設関係支出 17,350 13,173 4,176

設備関係支出 36,726 30,941 5,784

資産運用支出 30,473 30,009 468

その他支出 33,200 34,033 △ 833

資金支出調整勘定 △ 16,100 △ 12,511 △ 3,588

翌年度繰越支払資金 358,748 386,112 △27,363

支出の都合計 1,156,665 1,158,632 △ 1,966

※単位未満切り捨て

-2-



事業活動収支計算書
令和 4年 4月  1日
令和 5年 3月 31日

から

まで

(単位 :千円)

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の

部

科  目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金 503,244 511,266 △ 8,022

手数料 9,620 11,046 △ 1,426

寄付金 100 1,567 △ 1,467

経常費等補助金 232,435 234,871 △ 2,436

国庫補助金 235 235 0

熊本県補助金 230,000 232,276 △ 2,276

熊本市補助金 2,200 2,860 △ 160

付随事業収入 0 0 0

難収入 650 1,716 △ 1,066

教育活動収入計 746,049 760,463 △ 14,419

※単位未満切 り捨て
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決 算 差 暴予 算科  目

2;908496,873 493,969人件費

244,833 13,012257,846経費

0 0徴収不能等 0

15,92175■ 724 738,802

事
業
活
動
支
出
の
部

教育活動支出計

21,665 △ 30,340△8,675教育活動
't文

支差額

(単柱 :

※単位未満切り捨て
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差 異予 算 決 算

4,927 725,000

00 0

4,927
｀
725,000

予 算 決 算 差 異

0366 366

0 0

0366 366

4,561 72

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

受取利息・ 配当金

教育活動外収入計

その他の教育活動外収入

借入金等利息

教育活動外収支差額

その他の教育活動外支出

教育活動外支出計

科   目

科   目

4,633

△■041 26,227 △ 30,268経常収支差額

:千円)

※単位未満切り捨て

-5-



(単位 :千熙)

事
業
活
動
収
入
の

部

科   日

資産売却差額

その他の特別収入

特別収入計
特
月lJ

収
支

事
業
活
動
支
出
の

部

科   目

資産処分差額

その他の特別支出

特別支出計

特別収支差額

予 算 決 算 差 異

21,210 21,210 △ 0

7,707 8,956 △と,249

28,917 30,166 △ 1,249

予 算 決 算 差 異

1,438 1,779 △ 341

0 0 0

1,438 1,779 △ 341

27,479 28,386 △ 907

基本金組入前当年度収支差額 23,777 54,614 △ 30,837

基本金組入額合計 △ 59,226 △42,631 △ 16,594

当年度収支差額 △ 35,448 11,982 △47,431

前年度繰越収支差額 △ 1,481,782 △1,431,781 △ 0

基本金取崩額 0 0 0

翌年度繰越収支差額 △ 1,517,230 △ 1,469,798 △ 47,431

事業活動収入計 779,966 795,563 △ 15,597

事業活動支出計 756,188 740,948 15,239

※単位未満切 り捨て
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貸借対照表
令和 5年 3月 31日

:千円)

資産の部

前年度末 増減本年度来科  日

△66.5731,755,903 1,822,476固定資産

53,769397,783 344,013流動資産

2,166,490 △ 12,8032,153,687資産の部合計

負債の部

科   目 本年度末 前年度末 増滅

固定負債 88,487 125,499 △ 37,011

流動負債 117,283 147,689 △ 30,406

負債の部合計 205,770 273,188 △67,418

純資産の部

科   目 本年度末 前年度末 増減

基本金 3,417,715 3,375,083 42,631

第 1号基本金 3)364,715 3,322,083 42,631

第 4号基本金 53,000 53,000 0

繰越収支差額 △ 1,469,798 △ 1,481,781 11,982

純資産の都合計 1,947,916 1,893,301 54,614

負債及び純資産の都合計 2,153,687 2,166,490 △ 12,803

※単位未満切 り捨て
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財 産 目 録
令和 5年 3月 31日

千円)

資産の部

金  額摘  要科  目

110,159土地

971,054建物

28,303構築物

42,836教育研究用機器備品

17,299管理用機器備品

89,796図書

496,205特定資産

249電話加入権

386,112現金預金

11,671未収入金

資 産 合 計 2,153,687

負債の部

金  額科  目 摘  要

79,920長期借入金

8,567退職給与引当金

0長期未払金

37,490短期待入金

12,511未払金

38,585前受金

28,696預 り金

205,770負 債 合 計

1,947,916差 引 正 味 財 産

※単位未満切 り捨て
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